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原子力安全協定拡大に向け、さらなる取り組みを求める要望書 
 

 

 日本原子力発電東海第二原発の再稼働等に関する協議に水戸市を含む周辺自治

体を加えるよう求める原子力安全協定の拡大について、日本原電の濱田康男社長

が９月３０日、高橋市長に回答書を提出しました。回答の内容は、枠組み拡大に

一切答えない「ゼロ回答」と言わざるを得ません。日本原電は今後、具体案を示

し、年内をめどに茨城県や関係市町村と調整を進めるとの姿勢です。「９月回

答」の約束を反故にして結論を先送りする姿勢は、自治体との相互理解や信頼関

係とは程遠く、断じて認められません。 

 よって、市民の安全と水戸市の将来に責任を負う水戸市長として、さらには県

央地域首長懇話会座長として、東海村や関係市町村、原子力所在地域首長懇談会

と強力に連携し、安全協定の拡大実現に向けた取り組みをさらに前進するよう下

記事項を要望いたします。 

 
 

記 
 

 

１. 一番の防災対策は原発を再稼働させないことであり、市民の安全を脅かす東

海第二原発の再稼働を認めないこと。再稼働の可否判断に水戸市の意見を反

映するため、あらゆる手段を尽くして安全協定の枠組み拡大を実現させるこ

と。 

２.  茨城県に対し、県央地域首長懇話会及び原子力所在地域首長懇談会と同じ

認識に立ち、安全協定の枠組みを拡大させる方向で県のリーダーシップを発

揮するよう県知事に申し入れること。 

３.  日本原電の回答に「地域住民の避難計画の策定に対し、事業者としてでき

得る限りの協力をする」とあることを受け、現在作業中の広域避難計画策定

に日本原電を参加させること。放射性物質の最大放出量や核種予測、過酷事

故に至る経過予測、風向きや風速データ等、あらゆるデータを明らかにさ

せ、水戸市の避難計画に生かすこと。 

以上 

▼日本原電が９月３０日に、県央地域首長懇話会に出した「東海第二発電所周

辺地域の安全確保に向けた取組みについて」の回答書の写し 


